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「教育・保育施設等における事故の報告等について」における意識不明事案の取扱いについて 

 

日頃より、横浜市の保育・教育行政にご理解・ご協力いただきありがとうございます。 

特定教育・保育施設等において重大事故が発生した際には、施設等から各区へ事故報告書を提出い

ただいております。 

このたび、こども家庭庁から、「報告の対象となる重大事故の範囲」における意識不明の定義につ

いて、通知がありました。通知内容は以下のとおりです。詳細については、国通知をご確認くださ

い。 

 

１ 国への報告の対象となる重大事故の範囲 

（１）変更前 

 ・ 死亡事故 

  ・ 治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等（意識不明（人工呼吸器を

つける、ICU に入る等）の事故を含み、意識不明の事故についてはその後の経過にかかわら

ず、事案が生じた時点で報告すること。） 

（２）変更後 

・ 死亡事故 

  ・ 意識不明事故（どんな刺激にも反応しない状態に陥ったもの） 

  ・ 治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故 

 

※本市へ事故報告書の提出を要するケースについては、これまでと変更ありません。 

①死亡事故 ②重傷事故（治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病及び意識不明） 

③置き去り・行方不明 ④個人情報の紛失や流出、不審者の侵入があった・盗難 

⑤異物混入（給食に異物が混入した場合） 

⑥①②に該当しないが、こども青少年局・区役所・保育所のいずれかが報告を必要と判断した事故 

※「重傷事故を除く消費者事故（被害の拡大又は同種・類似の消費者事故等が発生するおそれがあ

る場合）」についても報告してください。 

 

２ 事故報告書について 

  令和６年１月１日付けで国への報告様式が変更になりますが、各施設から本市へご報告いただ

く事故報告書の様式は令和６年３月までは現行の様式から変更しない予定です。令和６年４月以

降、国への報告様式に準じた様式に変更予定です。変更の際は改めてご連絡いたします。 
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